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｢戦後」史への複眼的視角

一世界システムからぷた日本「社会」

｢戦後史」研究の確立と革新派歴史学
一 政 治 学 の 立 場 か ら -

朝鮮統一の歴史的条件と歴史的性格
現代史部会討論要旨

｢戦後」史への複眼的視角
一世界システムからゑた日本「社会」の変貌一

加 藤 哲 郎

はじめに-「国際化」のなかの現時点

日本社会は，今日，「国際化」のもとで，変貌を
迫られてきている。1985年に，海外に出た日本人は
495万人，海外からの入国者は226万人で，70年と比
べ前者は5倍以上，後者は3倍強に達した。出国の
8割は観光目的で行き先はアメリカ合衆国が3分の
1を占めるが，海外居住日本人も70年の倍の50万人
に迫っている。海外日本企業子会社の現地人雇用者
は石油危機後の直接投資の急増で73年32万人→83年
86万人と倍増し（70年代の発展途上国中心から80年
代欧米へ), 70年から84年で2割しか増えていない
在日登録外国人数84万人をおいこした。新入社員の
調査では, 14%が海外旅行の経験ありと答え(1984
年，日本生産性本部『働くものの意識調査』)，新婚
旅行などを含めれば，ふつうの民衆にも「外国」は
手の届くものとなった。こうした人的「国際化」が
急速に進んだのは, 1970年代以降のことで，日本資
本主義の輸出大国化，欧米との貿易摩擦激化と軌を
一にする。日本経済は，1973年の第一次石油危機後
も欧米諸国に比してシェアを拡大し，今日では，経
常収支の大幅黒字で円高が深刻になり，「外圧」に
より内需拡大や労働時間短縮が問題にされるほどで
ある。対外純資産も世界一となり，巨大資本の多く
は多国籍企業化している。
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むろん，「国家」や「資本」の豊かさは，「社会」
の豊かさを，ただちには意味しない。下水道や公園
は欧米の半分以下，労働時間は西ドイツより年500
時間も多い「ウサギ小屋の働き蜂」という生活様
式・労働様式さえもが，いまや「外圧」の批判にさ
らされている。じっさい，女子雇用労働者の平均賃
銀が男子の半分，また，零細企業労働者の賃銀が大
企業労働者の6割という「経済大国」のありかたは，
｢近代化＝工業化＝資本主義化」が「民主化」をも
たらすというモデルを疑わせるに充分なもので，む
しろ，西欧「新保守主義」が，平等主義的「福祉国
家」を経たうえで危機管理的に形成しようと企図し
ている’労働者上層をとりこゑ下層や外国人労働
者・社会的弱者をきりすてた「社会」が，日本では，
｢戦後」期全体を通じてすでに形成されていること
を，示唆している。
にもかかわらず，国民意識のうえでは「中流意識」

｢革新ぱなれ」「青年の保守化」がデータに現われ，
政治過程では軍拡・国家主義化の動きが強まってい
る。「国際化」の進行のなかで，中曽根内閣は，「戦
後政治の総決算」や「日本のアイデンティティ」づ
くりをとなえながら，「経済大国」にふさわしい軍
事的・外交的パワーを求めての「国際国家」「環太
平洋経済圏」建設をめざしている。
こうした国民意識の転換や政治体制の再編は，石

油危機を経た70年代後半以降に明確になってきたが，
その基本的条件は,50年代半ばからの高度経済成長
時代に形成されたものであると，私は考える。むろ
ん，それは，歴史の「必然的」展開ではなく，日本
国憲法と日米安保条約に大きく規定された制度的枠
組のもとで，アメリカ基軸の帝国主義経済同盟と反
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共核軍事同盟に寄生しながら，時どきの階級闘争や
非階級的人民民主主義闘争の政治的力関係にも媒介
されて，重層的に形成されたものである。いいかえ
れば，世界資本主義の未曽有の発展期であった高度
経済成長時代の，日本における特殊な展開の仕方が，
今日の段階での「国際国家」戦略や「戦後政治の総
決算」政治の土壌をつちかったのであろう。これら
はまた，石油危機以前に遡る官庁・財界シンクタン
クのポスト高度成長戦略構想・立案の延長上にあり，
その後のME革命や経済の「ソフト化．サービス
化｣，「現存社会主義」や「新冷戦」の国内的影響も
無視できないが，ここでは省略する（拙稿「『経済
大国』日本と戦後国民意識」『歴史学研究』524号，
参照)。
本部会の山口報告は，政治支配と政治過程，氏の

表現では「政治体制」のレベルで「戦後」史に迫る
が，同じく政治学を学ぶ私は，山口氏と問題意識の
多くを共有する。そこで重複をさけるため，本報告
では，氏のいう「政治的共同体」と基底「社会｣，
私の国家論モデルでは，「経済」と「国家」を媒介
する「市民社会」のありかたのレベルで，この問題
に迫ってふたい（拙著『国家論のルネサンス』参
照)。なお，主題の「複眼的視角」とは，直接的に
は，「戦後」史と「現代」史，あるいは「占領・安
保」視角と「高度成長」視角との接合を意味するが，
同時に「日本資本主義」と「世界システム｣，日本
｢近代」120年史と「現代」40年史，西欧「中心」史
と非西欧「周辺」史，等々，歴史にアプローチする
諸視角の重層性・複合性を含意する。

I現時点の支配的ヘケモニーの社会的条件
一 ｢生活保守主義」と「経済大国ナショナリズム ｣ -

山口報告とほぼ同様に，私も，現時点に，「生活
保守主義」と「経済大国ブーショナリズム」を社会的
条件にした，「新保守主義」「新国家主義」の台頭を
見出す。衆議院選挙での自民党得票率・議席数の増
減や反核平和運動・市民運動などの一定の高揚を根
拠に，世論調査などに現われた「生活保守主義」や
｢経済大国ナショナリズム」の存在そのものを否定
する見解もありうるが，私は，それが今日の日本社
会のなかに立ち現われる根拠をもち，政治過程に実
在的効果を持っていると考える。また，85年版『国
民生活白書』のいう「中流意識の広汎化」が，構造

的に恐れば年収100万円未満層で6割以上が「中」
と答え, 100～200万未満層でも8割に達する主観的
なもので，「中の下」意識が増えているのも事実で
あるが，むしろ，その構造的位置と社会的意識のギ
ャップがなぜ生じるかというヘケモニーの問題に注
目し，また，それを可能にするグローバルな構造
一世界システム的位置一に着目すべきだ，と考
える。

その政治的力関係に及ぼした実在的効果について
いえば，中道政党や日本社会党の政策的右傾化・
｢現実主義」化，その結果でもある中曽根政治の展
開ばかりでなく，石油ショック以降の「春闘12連敗」
や1975年「スト権スト」を境にした労働組合運動
｢冬の時代」の到来，かつて大都市圏をおおった革
新自治体の後退と地方行革の進行，を挙げれば充分
であろう。また，「戦後」ある時期まで多くの若者
をひきつけ，大学教育や総合雑誌においても確固た
る位置を占めていたマルクス主義理論や社会主義思
想の衰退，歴史学にひきつけていえば，「講座派」
理論の吸引力の低下や「戦後史」教育の困難（有泉
貞夫「戦後史教育の空白と課題」『朝日新聞』5月
13日夕刊，参照）などで，了解しうるだろう。
こうした力関係変化は，歴年意識調査では，時事

通信などの政党支持調査での，1970年代半ばからの
自民党支持率回復（図1=時事毎月調査各年平均自
民＝1960年38％＞74年25％＜80年33％，朝日新聞＝
1955年55％＞60年46％＜70年47％＞75年44％＜80年
50％＜85年5月59%, NHK=1973年34% < 78年38
％＜83年41％）と社会党支持率一路低下（時事＝
1960年21％＞74年13％＞80年9％)，『働くものの意
識調査』でのほぼ1974年を境とする「社会主義体制」
｢改良された体制」支持の凋落と「現体制」維持派
の急増（表1），あるいは, NHK『図説戦後世
論史・第2版』での，1973年を境とする「中立」志
向と「自由陣営」志向の逆転（時事外交政策調査
｢中立」対「自由陣営」= 1959年50%対26%→60年
32％対44％→70年29%対45%→73年34%対33%→75
年29％対41%→80年25%対55%)と対米意識の好転
(｢アメリカが好き」対「嫌い」＝1960年47％対6％
→70年33％対8％→73年18％対13％→75年23％対8
％→80年39%対5 %),などで明瞭に読象取れる｡そ
して，これらの変化と有意に関係すると思われるの
は，『働くものの意識調査』における「日本人に生
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時事世論調査の毎月の結果より, NHKが年平均を算出して作表した

出所：NHK世論調査部『現代日本人の意識構造・第2版』日本放送出版協会, 1%5, 175頁。

表1「生活保守主義」の台頭
日本の社会は資本主義社会といわれていますが，あなたは，
どういう社会を望みますか。

現体制のま改良された社会主義体 どうでも
まを望む体制を望む制を望む い い

出所：日本生産性本部『｢働くものの意識」調査報告書』1984年6月，
114頁。

まれてよかった」（｢思う」1 970年64% >73年58%
＜75年62％＜80年66％＜84年76％）「経済（会社）
が発展することは，自分自身の生活が豊かになる前
提条件である」（｢賛成」＝1970年63％＞74年30％
＜75年36％＜80年52％＜84年55％，「反対」＝同6
％＜23％＞19％＞10％＞9％）という回答の増大，
NHK『現代日本人の意識構造・第2版』での，
「日本は一流国だ」（1973年41%<78年47% <83年57
％）「日本人は他の国民に比べてきわめてすぐ･れた
素質を持っている」とする回答増大（同60％＜65％
＜71％)，などである。最新の朝日新聞調査では,自
民党支持が59％と過去最高を記録し（都市部で増，
20代後半で初の6割突破) ,社会党は15%とさらに
おちこんだ（20代前半で初の1桁）という(1986年
5月10日付)。

これらが，「保守主義」一般ではなく「生活保守

主義」であるのは，たとえば憲法意識や反核平和意
識の変化には結びつかず，政治意識のこうした相面
では「戦後民主主義」の定着が承られるからであり，
むしろ，「物の豊かさから心の豊かさへ｜「仕事中心
から生活中心へ」というイングルハートが「静かな
る革命」とよんだ社会意識・生活意識の変化と照応
し，その自民党支持増大も，都市部や若年層での消
極的「弱い支持」増大であり，投票では棄権したり
他党に入れたりしている，と考えられるからである。
また，「ナショナリズム」一般ではなく「経済大
国ナショナリズム」であるのは，「愛国心」増大や
天皇尊敬の方向には向かわず，「社会中心から個人
中心」への流れと並行しており，企業主義的「愛社
心」とは容易に接合しうるにしても，戦前型「国家
主義的ナショナリズム」とは異質で，それゆえに中
曽根首相が「アイデンティティ」を叫ばなければな
らないような，経済主義的。「私的」性格のものと
考えられるからである。
ここで注目すべきは，これらの意識変化を導いた

重要因が，「戦後」世代の大量社会参入，とりわけ
青年層での従来と異なる生活・行動様式の発現であ
り，性や余暇・スポーツなど社会意識・生活意識の
不可逆的変化をともなっていることである。そして
それは，歴史における共通体験を持つ「世代」の意
味にも関わり，現に，歴史学研究会年齢別会員構成
の二つの峰（｢60年安保世代」と「大学紛争世代」
『歴史学研究月報』276号，参照）や社会変革を志向
する労働組合員の年齢層変化(｢15～29歳」層対｢30
～39歳」層＝1968年56％対23％→83年19％対45％，
『毎日新聞』1 984年3月7日付）にくっきり現われ
ているように，「世代」体験の歴史的継承の問題を
内包している。ましてや平均寿命が女子80年・男子
75年と世界一になった今日，民衆の社会的生活時間
は戦前から倍化したのであり，「人生50年」で公的

｢戦後」史への複眼的視角（加藤）

図1 政党支持率の推移（時事通信）
＝二＝ 自民党
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政治参加が男子の承に限られていた時代と比べると，
｢世代」的種差性の政治的意味は，より大きくなっ
ている。

いまひとつ注目すべきは，情報・交通・技術発展
および冒頭でゑた人的「国際化」との関わりである。
単一民族神話をもつ島国日本の民衆にとって，グロ
ーバルな「世界」空間が現実性を帯びて社会生活に
入りこんできたのは，ジャンボ・ジェット機など交
通手段の発達とテレビの世界同時中継システムのよ
うな情報手段の発達によるものであった。高度成長
時代のこれら技術発展と資本の国際化を前提として，
人的海外渡航が急増した1970年代以降になって「経
済大国ナショナリズム」が強まっていることが，こ
こでは重要である。つまり，異文化接触が一部エリ
ートや「天皇の軍隊」としての体験に限られていた
時代の鎖国的・イデオロギー的ナショナリズム(｢鬼
畜米英」！）ではなく，ふつうの民衆が，「外国」「世
界」をテレビや自分の目でみ，身体で感じとること
が常態化したもとで，「日本は一流国だ」「日本人は
きわめてすぐれている」という意識が広がっている
ことが，注目される。この時期「社会主義ぱなれ」
が急速にすすんだのもこのことと無関係ではなく，
「欧米に行っても日本製品ばかりだ」という若者た
ちの感想は，それがいかに皮相であろうと現実的意
味をもつ。また，アフリカの飢餓やソ連の原発事故，
フィリピン政変・韓国民主化運動のテレビ中継・報
道がもつ政治的効果も，無視しえないのである。
そして，こうした意識変化が，戦後の「大衆民主

制」国家形態のもとで進んでいることに，留意しな
ければならない。おそらく歴史学研究者には，意識
調査に着目する私のような分析方法には違和感がつ
きまとうであろうが，もともと歴史の研究に世論調
査結果を用いうること自体が「戦後民主主義」の大
きな成果であり，「権威主義的」国家形態では困難
なことである。国家活動の正統性が「国民」の合意
にもとづき担保される制度があるからこそ，「陣地
戦」下のヘケモニー的力関係を示す「世論」が重要
なのであり，「世論操作」や「首相の演技」が，政
治支配の重要なモメントたりうるのである。
現時点からふりかえると，石油ショック前後の
1973～75年の時期は,  IMF体制崩壊，米中接近，
ベトナム停戦などの「外圧」を背景に，高度経済成
長の過程に孕まれていた諸矛盾が頂点に達し，「狂

戦後40年の日本と世界（現代史部会）

乱物価」のもとで大企業経営者が「保革伯仲」の国
会に喚問され「企業の社会的責任」を追及され，
｢小選挙区制」法案は野党の反対で挫折し，田中首
相の「金権」があばかれて退陣を余儀なくされたば
かりでなく，国民の3分の1が「革新自治体」下に
入り，労働運動も組合員数1,259万，組織率34％,争
議1万件参加人員1,500万人近くと「戦後」最高の
水準に達した，政治的高揚期であり，力関係の分水
嶺であった。
国民意識のうえでも，「アメリカが好き」と「嫌
い」が拮抗し，「中立」志向が「自由陣営」志向を
わずかでも上回り，自民党支持率が1960年安保以来
のおちこ象となり，「現体制」志向が最低になって
いた。この民衆的抵抗諸力は，76年三木内閣のロッ
キード事件追及や軍事費GNP1%枠設定の背後に
作用するのだが，同時にまた，すでにポスト高度成
長戦略模索に着手し（1970年「シンクタンク元年｣，
74年に官民一体の総合研究開発機構NIRAを創設
し「21世紀への課題」プロジェクト設定)，石油シ
ョックさえ「千載一遇のチャンス」として利潤追
求・力関係再編の機会とした支配層は，大企業の
「減量経営」と合理化,下請中小企業きりすて，春闘
「ガイドライン」内抑えこ象と官民分断による労働
運動きりくずし，地方財政危機に乗じた革新自治体
攻撃と自治官僚派遣，中道政党とりこ象や「地方の
時代」「文化の時代」のくぷいれで，ヘケモニー再
建に成功し，「サミット体制」下の輸出大国化, ｢21
世紀戦略」政策化(1979年大平総理の政策研究会，
81年第二臨調発足，82年経済審議会「2000年の日
本｣）へと，軌道修正できたのである。

､ I I 力 関 係 変 化 の 社 会 的 前 提
一〈受動的革命〉としての高度経済成長時代一

1970年代後半以降の「生活保守主義」や「経済大
国ナショナリズム」台頭の条件を，高度経済成長時
代における「社会」のレベルでの民衆の生活世界の
変貌に見出すのが，次の課題である。結論先取り的
にいえば，日本の民衆は，この時代に，ある種の
<社会革命>，またはく受動的革命＞ともいうべき生
活世界の変化を体験したのであり，それを身体的に
になってきた世代は，これを全体として「進歩」と
収支決算してその所産を「保守」しようとし，その
後に社会参加する新しい世代は，これを「所与」と
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うけとめて自己の生活世界を設計し歴史像を構成す
る。また，この過程が「戦後」資本主義国家に共通
する「大衆民主制的正統化」と「国家介入主義的蓄
積」という枠組のもとにあったにしても，、日本での
それが，西欧「福祉国家」との対比で「企業国家」
と呼ばれるように（宮本憲一『現代資本主義と国
家｣)，「国家の誘導と大企業の主導」による民衆的
イニシアティブ・規制の弱いもので, 1960年安保闘
争・日韓闘争・ベトナム反戦運動や国民春闘・住民
運動・反公害闘争・革新自治体運動など民衆の階級
闘争・人民民主主義闘争が力関係におよぼした効果
も，分水嶺としての73～75年以降の，「生活革新主
義」の「生活保守主義」への転化，「経済大国ナシ
ョナリズム」の台頭をくいとめるにはいたらなかっ
たのである。

アントニオ・グラムシは，カブール的「テーゼ」
(上からの穏健派自由主義運動）が，「アンチ・テー
ービ」（マッティーニらの民衆的イニシアティブ）の
一部をとりこゑながら，「ジン・テーゼ」に到らず
｢分子的変化」による「トランスフォルミスモ」を実
現していくリソルジメントの歴史過程を，〈受動的
革命＞とよんだ(Ch・グリュックスマン『グラム
シと国家｣，竹村英輔『グラムシの思想』参照)。こ
のことは，日本「戦後」史にも（そしておそらく日
本の「近代化」過程全般に)，ある程度あてはまる
であろう。同時に，これらの所産である（したがっ
て「アンチ・テーゼ」の実現でも「テーゼ」そのま
までもない）「日本型市民社会＝私民社会」は,西欧
｢市民社会」の理念型である「自立的」諸個人を生
承だすには到らなかったにしても，旧社会の伝統
的・共同体的人間関係を確実にほりくずしたのであ
り，その「企業主義的」「私的」性格が，「新国家主
義」にはただちに接合されぬ今日的抵抗基盤となり，
新たな本格的「市民社会」熟成の土台ともなってい
る。以下，順次述べていく。
高度成長時代とは，私の「戦後」日本史の暫定的

時期区分でいうと，1945年の敗戦から52年サンフラ
ンシスコ条約発効までの「被占領期｣，60年安保ま
での「再建期」（ここまでは「占領・安保」視角が
時期区分の第一義的基準であり，以後は，この世界
システム的枠組内部での資本蓄積のあり方と国内政
治体制に基準を移動する）に続く,60年から74年田
中退陣までの「確立期」にあたる（以後は, 1982年

｢戦後」史への複眼的視角（加藤）

鈴木退陣までの「再編期｣，中曽根内閣以降の「現
時点」としておく，これは，山口報告と大差ない)。
経済的には，55年から73年石油ショックまでとし，
65年不況・日韓条約を境に，前期と後期に区分する。
第1に，その「農村から都市へ」のすさまじい人
口移動，民衆の生活世界の空間移動があった。アメ
リカで1世紀かかった都市化を4分の1の25年間で
達成し（都市人口1945年28％→70年72％)，とりわ
け東京・大阪・名古屋の3大都市圏には，1960→75
年にチェコスロヴァキア-国分の1,533万人が流入
した。71年東京都調査では，転入理由は求職・転職
が6割，入学など学校関係が1割であった（宮本憲
一『都市経済論｣)。労働力不足が，この国内「民族
大移動」で供給され，ヨーロッパのような外国人労
働者流入による異文化接触の機会をもたないまま
（西欧4～8％に対し，日本はほとんど在日朝鮮・
韓国人で0.6％)，「成長」はナショナルなものと観
念され，国家と企業のナショナル・ゴールである
｢欧米へのキャッチアップ」・GNP拡大と民衆の
｢所得倍増・生活向上」要求が一体化しやすく，都市
新住民の失われた生活拠点の回復要求が「マイホー
ム」的土着志向にむかった。
第2に，農村の変貌と農業の衰退。伝統的共同体
的関係の基盤たる農村は，都市化により絶対人口を
減らしただけではなく（第一次産業1950年1,721万
人48.5％→75年740万人13.9%), 50年に300万戸あ
った専業農家は70年には85万戸（全農家の16％）に
減少，第二種兼業農家が全農家の51％になっていた
(1984年専業61万戸，第二種兼業71%)。しかも,50
年代の離農・中卒「集団就職」から60年代「出稼ぎ」
｢三ちゃん農業」へと担い手も老人・婦人に移り機
械化と土地転用・作物転換が社会的に強制された。
さらに「地域開発」で資本が入りこゑ，消費生活に
も商品が浸透した。これらにより，食糧自給率は急
低下し（穀物1960年82％→80年33％)，自動車や家
電製品がゆきわたるころには，都市と農村の生活様
式に大きなちがいはなくなっていた。このことが，
自民党得票率の長期低落の一要因となり，かつ，衰
退する農村地域での利益誘導型「成長政治」極大化
の条件となった。

第3に，都市の労働現場では，「生産性向上運動」
が1950年代後半から始まり，アメリカ的労務管理と
伝統的家父長制的企業支配が接合され，大企業では

？

｡
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前者の競争原理。能力主義が起動力となって，欧米
の2倍の速度で労働生産性＝労働密度が急上昇した
(1960～73年平均10％)。名目賃銀はほぼ同じ割合で
上昇したが，物価上昇・インフレに相殺されて実質
は半分に留まり，しかも女性差別と企業規模別格差
は大きく，就職・昇進では「学歴」がつきまとった。
｢日本的経営」「間人主義」をとなえる人々は，ここ
に伝統的「集団主義」をもちこむが，経済成長を主
導した大企業経営の原理は，むしろ「効率」をゴー
ルにした極限的競争原理が「小集団活動」をくぷこ
んだもの，と桑るべきだろう（『講座 日本歴史』
第12巻 金子勝・渡辺治・三宅明正論文，参照)。
労働者人口の急増で，ここでの社会関係が「分子的
変化」を通じて支配的なものとなっていった。
「戦後」労働改革で労働基本権が認められ,労働組

合も職場に作られていたが，大企業・本工社員の企
業別組織中心で，前期に総評型「職場闘争」が資本
の「小集団活動」に侵蝕され，「春闘」方式での賃
上げが組織存立の基盤となった。「国民春闘」方式
が確立する後期には，同盟・JCの民間大企業・会
社派労組が台頭して「成長」の能動的主体にくぷこ
まれ，能力主義的競争原理が支配する「企業社会＝
会社社会」が現出していた。
第4に，農村とならぶ伝統的社会関係のいまひと
つの環であった家族関係は，空間的移動でほんろう
されたばかりでなく，戦後制度改革による男女平等
意識の若年層からの浸透と，核家族化（世帯率1955
年62.5％→75年74.1％，平均世帯人員同4．97人→
3.45人）によって，変貌していった。そしてそれは，
長時間労働と企業管理から「自由」な逃避とやすら
ぎの場として，もっとも「自立的」な人間関係の細
胞となった（｢私」の解放，「マイホーム主義｣)。恋
愛や結婚は「個人の自由」となり，性意識の変化が
不可逆的に進んだ。閉鎖されたコンクリートの「マ
イホーム」のなかでは，かつて神棚や仏壇のあった
イエの中心にテレビが鎮座するようになり，近隣関
係もこどもの遊びも変わった。「見合いよりも恋愛」
とともに「家柄よりも学歴」という結婚観の変化も，
この時代の利益主義的性格を物語っている（高度成
長期を考える会『高度成長と日本人』参照)。
第5に，「私」の拠点たる家族は，生活様式・社

会関係をおそらくもっともラディカルに変革する
「アメリカ的消費」におおわれる場となった。消費

戦後40年の日本と世界（現代史部会）

様式のこの期の商品化と変化は，「三種の神器」に
代表される家電製品にはじまり，衣食住のすべての
ありかたに及んだ。85年版『国民生活白書』はこれ
を「洋風化」ととらえるが，『高度成長と日本人』の
著者たちがのべるように，それは「意識の全側面，
心と体の問題まで含めた生の総体におよぶ」もので
あり，身体論的意味でのく革命＞と考えられる。じ
っさい，米からパンへ，足袋からストッキングへ，
洗濯板から電気洗濯機へ，薪・石炭からガス・石油
へ，座卓からテーブルへ，といった変化のなかで，
栄養摂取量・体格・体形が変化し，平均寿命は「社
会人」としての生活時間を倍加するほどに延びた。
主婦の家事労働のありかたが変わり，病気とその治
癒のしかたも変化し，エンケル係数は「戦後」を通
じて半減した。そして，労働時間の対価たる「所得」
増は，自由時間におけるこれら耐久消費財や｢外食」
「マイカー」「マイホーム」へと化身し，実体化され
ていったのである。

第6に，交通と情報，コミュニケーションのあり
かたも変化した。都市化は3大都市圏への人口集中
であったが，同時にそこへ通じる交通体系を高速化
し，また，「マイカー」という家族単位の閉鎖的「私
的」運搬手段を急速に普及させた。情報の流れは，
東京に一元的に集中し，かつ，テレビを通じて全国
にリアル・タイムで還流されるようになった。「私
的」コミュニケーションには，電話という一過性の
媒体が，ほぼ全家庭に普及していった。そして，広
告産業が著しく発展し，消費の競争的平準化を促
進・強制した。
第7に，「私的家族」を単位とした都市地域は，

「職場＝会社社会」とならんで民衆が「公（国家)」
へと媒介される，いまひとつの場であった。ここで

は，民衆は，新たな社会関係の創造を強いられた。
都市化そのものは，明治以来の「近代化」過程全体
を貫くが，高度成長時代のそれは，規模とスピード
で世界的にもまれなものであり，社会資本の不足と
住宅・環境の貧しさは，新住民たちの自主的共同性
回復運動をよびおこした。労働時間・空間が職場に
純化され地域ときりはなされたことにより，共同の
ありかたも変化をこうむった。伝統的共同体では，
こどもの出生は地域の重要事で，産婆さんと近所の
人々総出の儀式であった。1950年にはなお在宅出産
が95％と圧倒的であったが,70年には4%と劇的に

1
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減少し，家族が病院で見守る「私事」となった。死
亡も同様で「たた承のうえで死ぬ」人は50年にはま
だ9割を占めていたが，75年には半減した。しかし，
生まれたこどもをあずけて働く保育所は絶対的に不
足し，葬式も職場まかせにできず地域集会所が必要
であった。団地自治会づくりや共同購入・共同保育
の運動は，新たな「私的共同」の創造であった。矛
盾の集中したコンビナート地帯や大都市地域では，
公害反対運動や住民運動・革新自治体運動が噴出し，
企業や国家の責任を追求し公的「福祉」を要求した。
限られた自治権限・財源のもとで多様な実験が進ん
だが，その一部が国家にとりいれられ，革新首長と
運動体との接合が問題化した局面で，資本と国家の
攻撃にさらされる。また，「私」に依拠しながら,地
域を超えて「生活の質」や「文化」を問う市民運動
も出現しはじめ，石油危機後のエコロジーやジェン
ダーの運動へと，継承されていく。
ここには，「生活革新主義」とよぶべき心性が含

まれていた。資本の監視と競争原理・思想差別が働
く「職場＝会社社会」では，それは，「よりよい消
費」のための所得獲得＝賃上げに留まりがちであっ
たが，地域新住民の要求の切実性にもかかわらず，
高度成長後期に入っても，資本は企業城下町をのぞ
けばまだ地域支配にまでのりだしておらず，自民党
も統合政策をもっていなかった。福祉・教育や環境
保護・整備を求める住民運動は，この「生活革新主
義」を基盤に展開され，革新自治体族生として噴出
する。政治的にはそれは，都市部での自社両党得票
率減，公明・民社・共産躍進による「多党化」状況
を生承出した。しかしまた，石川真澄『データ 戦
後政治史』が指摘するように，この時期にも自民党
は都市部で得票数は減らしておらず，商工業者など
旧住民を強固に組織しており，次の時代の「職場＝
会社社会」を媒介しての地域新住民の「生活保守主
義」的統合（自治体職員退職金攻撃，「税金の無駄
使い」攻撃，「都市経営論｣）への力を温存していた。
第8に，「私的家族」と「公的国家」を媒介する

二つの領域，労働時間に関わる「職場＝会社社会」
と自由時間に関わる「地域＝私民社会」の社会関係
が凝集するのが，こどもたちの人間形成の場であり，
次代の労働力育成の場でもある，教育の生活世界で
あった。ここでは，資本の技術革新にみあった労働
力養成の要求と，核家族化した親たちのこどもにた

｢戦後」史への複眼的視角（加藤）

くす希望がせめぎあいながら，高校・大学進学率を
おしあげ，同世代の9割が高校進学，3分の1が大
学・短大進学という高「学歴」社会をつくりあげた。
教育基本法の制度的枠組と，教育労働運動の強さや
地域住民の運動もあり，財界や文部省の能力主義教
育・国家統制の企図は貫徹しえなかった。しかし，
｢会社社会」での学歴による序列化と同世代・同学
歴層内での競争は，「生活革新主義」の親たちをも，
｢受験戦争」「いい学校」へと吸引していった。つま
り，民衆の学習要求と生活向上要求を基礎としなが
らも，高「学歴」が社会的に強制され，「私的」競
争に転化していく。「狭いながらも楽しいわが家｣で
の家具や消費物資増大が，目に見える生活の「快適
化」としてGNPや「所得倍増」に結びつきえた時
代には，教育の国家統制や「日の丸・君が代」に反
対する親たちにとってさえ，「学歴」こそが生活向
上の条件，子どもたちに残せる資産と考えられた。
石油危機で会社存亡の危機が訴えられ，賃上げが期
待できなくなっても，この「教育競争」はかえって
｢私的」に強化された。塾や予備校など受験産業が
それを支配し，高所得者の子弟しか「いい学校」に
入れなくなるのと並行して，「生活革新主義」によ
る共同は「私的家族」内にとじこもりがちになり，
｢生活保守主義」へと転態する。
第9に，ライフスタイルと文化の世界での変貌。

伝統的生活世界の労働時間と自由時間の未分化なあ
り方に比して，職場の外では時間を「私的自由」に
委ねる生活様式は，新しい文化要求とライフスタイ
ルを産象出さざるをえない。実際には自由時間にさ
え「職場のつきあい」が入りこんだが，若年世代ほ
ど新文化に敏感で，ここではテレビと広告の発達が
決定的であった。文化の産業化・技術化・商品化が
進行し，思考様式をも侵蝕していった。佐藤和夫氏
は，高度成長時代の労音運動の，「啓蒙主義的」サ
ークルとしての生成・発展から「政治と文化」をめ

く･る相剋・衰退と呼び屋的「興業化」への頽廃過程
を見事に描きだし，そこで失われた「地域性」と
｢共同性」の意味を考察している（東京唯物論研究
会「戦後思想の再検討』)。高度成長も後期に入れば，
｢物の豊かさから心の豊かさへ」「一番大切なもの＝
家族・健康」「今後充実させたい生活＝住居・娯楽」
といった心性変化のきざしが象えていた。伝統的宗
教ではなく現世利益型「新宗教」や占いがのびてき
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ていた・「生活革新主義」は，こうした心性変化に
注目し適応することができず，その二世世代への継
承を果たすことができなかったのである。
これらすべてが，民衆の生活世界を変革し，「日

本型市民社会＝私民社会」をつくりあげた。それは，
高度成長前期には旧社会とのせめぎあいのうちにあ
り，後期には「生活革新主義」運動を生象，世代間
のあつれきとして「大学紛争」や「ニュー・ファミ
リー」に表現されたが，石油危機以後の時代に定着
し，今日の支配的な社会関係を構成している。それ
は，言葉の厳密な意味では多国籍巨大独占企業集団
を核とする「資本主義社会」であり「階級社会」で
あるが，企業単位の序列化と企業内部の学歴別・職
能別階層性を「労働者階級」内部に種差的に構造化
し，かつ，性差別や在日アジア人差別も重層的に複
合している。つまり，国内「中心」には支配層と大
企業・高学歴労働者上層が位置して「輸出大国」の
最前線をにない，ホワイトカラーをはじめとする広
範な「中間層」民衆が「企業」に依存し「家族」に
依拠して「生活保守主義」から「生活の質」へのゆ
るやかな脱皮をはかろうとしており，末端「周辺」
では，「合理化」「福祉きりすて」にたえきれない最
下層労働者や社会的弱者が，サラ金・自殺。いじめ
などの病理にさらされる，〈中心の安定と周辺のス
トレス＞ともいうべき管理社会的構造を，制度化し
てきている。

それが「日本型」であるのは，西欧「市民社会」
に比して，あまりに急ごしらえの共同性の希薄で不
安定なものであり，戦後資本主義国家の高度経済成
長時代には，ヨーロッパ的「福祉国家」型成長（安
定・熟成した『市民社会」における諸力の規制が強
い介入主義的蓄積）もあったのに，日本のそれは，
｢市民社会」からの逆規定がミニマムな，「経済（資
本蓄積)」と「国家」の密着した「企業国家」的成
長で，むしろ「国家の誘導と資本の主導」により受
動的形成を強いられたばかりのものであるからであ
る。

そしてそれが，「私民社会」であるのは，「大衆民
主制」下での伝統的共同体から「解放」されて形成
された「市民」類型が，政治的権威に遠心的で非結
社形成的な「私化」されたそれであり（丸山真男
｢個人析出のさまざまなパターン｣，ジャンセン・細
谷編『日本における近代化の諸問題」参照)，自由

戦後40年の日本と世界（現代史部会）

時間領域＝地域社会での「自立的」諸個人の新たな
共同性回復には到らず，むしろ「職場＝会社社会」
の利益主義的・競争主義的性格を強く刻印され，日
本資本主義とその細胞たる「ウチの会社」への自立
性がきわめて脆弱なものであるからである。
高度成長時代の「生活革新主義」の現時点での
｢生活保守主義」への転化は，〈受動的革命＞にひき
つけていえば，いわば，「テーゼ」としての「欧米
へのキャッチアップ」・GNP増大と，民衆的「ア
ンチ･テーゼ」としての「平和と生活向上」要求が
せめぎあいながら，非軍事的「所得倍増」「アメリ
カ的消費」と「会社社会」の能力主義的競争に媒介
されて，後者が前者に「分子的」にとりこまれ，
｢福祉国家」すら経ることなく，「輸出大国」から
｢国際国家」へと誘導される，総過程の一部であっ
た ｡

111 高度成長時代の歴史的意味
一世界システム内でのジャンプ＝｢中心・中核｣化一

高度成長時代の「生活革新主義」が石油危機後に
｢生活保守主義」へと転態する問題は，いまひとつ，
世界資本主義システムの中での日本の位置変化との
関わりでも考察さるべきである。それが，「経済大
国ナショナリズム」勃興の客観的条件でもある。
高度成長後期に，政府のあげるGNP世界第3位
の数字に対し，一人あたり国民所得を対置し「遅れ」
を指摘する議論があったが，『国民生活白書』は,そ
れがいまやイギリスなゑとなり上昇速度は1960→83
年でアメリカの5倍に対し21倍だと誇る。円高は，
ドル換算の国際統計でますます日本を上位にもちあ
げるだろう。やや単純化していえば，「経済大国ナ
ショナリズム」は，すぐ･れて世界経済的かつグロー
バルな意味で，日本が「豊かな国」となり「欧米な
み」になったことの，より正確には，日本資本主義
が世界資本主義システムの「中心・中核」国家にな
りあがったことの，民衆的確認であろう。ただし，
｢経済大国」という認識自体は両義性を持ち，それ
が「生活保守主義」と接合され閉鎖的・排他的「ナ
ショナリズム」として軍事的・政治的「国際国家化」
に向かうかぎりで「新保守主義」の土壌であるが，
それが，フィリピン・韓国民衆と日本との関係に目
を向ける契機となり，核兵器廃絶のための日本民衆
の役割と責任を自覚する，開放的・民衆的「インタ

1P
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-ナショナリズム」の方向へ向かうならば，新しい
歴史認識への回路ともなりうるのである。
私見によれば，高度成長時代は，日本資本主義の
｢近代化＝資本主義大国化」過程の完成であり，ウォ
ーラーステインらの「世界システム論」の枠組を借
用していえば，「半周辺」から「中心」への飛躍完
了で，しかも「中心」内でのハイスピードの「中核」
化，と位置づけられる。よりグローバルには，報告
要旨に述べたように，明治維新が「世界システム」
の「外部世界」から「周辺」への参入（ホップ）で
あり，日清・日露が朝鮮・中国への侵略のうえにた
つその「半周辺」化（ステップ）で，第一次大戦後
その位置を確立し，太平洋戦争はその早熟帝国主義
的・軍国主義的「中心」化の挫折であった。敗戦・
戦後改革でヘケモニー国家アメリカのグローバルな
企図により「中心」末端に受動的に組糸込まれ，
｢パクス・アメリカーナ」に寄生した高度経済成長
時代に「中心」内での位置を高め「中核」化し（ジ
ャンプ)，石油ショック以後に，経済的には衰退し
つつあるが軍事的にはなお絶対的ヘケモニーを持つ
アメリカと緊密に同盟して「中心・中核」国家の位
置を確立した，と考えている。ただし，第二次世界
大戦後の資本主義「中心」諸国家は，アメリカ基軸
の『帝国主義経済同盟」「反共核軍事同盟」の形態
をとり，かつ，経済的・軍事的・外交的・文化的パ
ワーは不均等で，しかも「戦後危機国家→経済成長
国家→危機管理国家」の諸段階で一様ではない。国
際政治学のtaker→shaker→makerのモデルを使え
ば，日本は,敗戦・占領でいったん世界秩序のtaker
＝受動国になったが,高度成長時代にshaker =震源
国の位置を回復し，74～75年恐慌以後の「危機管理
国家＝サミット体制」段階で本格的にmaker =形成
国に到達した，経済的パワーに偏筒した「中心・中
核」国家である ( T. J . ペンペル「日本の外交政策
の内政的基礎｣，富田・曽根編『世界政治のなかの
日本政治』，拙稿「現代資本主義の国家形態｣，藤田
勇編『権威的秩序と国家」近刊，参照)。
この世界資本主義システム内での「外部世界」か
ら「中心・中核」への，ほぼ40年ごとの「3段跳び
＝ホップ・ステップ・ジャンプ」は，世界史的にも
きわめてユニークなもので，ウォーラーステインの
静態的理論への挑戦でもある。アジアN IC s諸国
などが，日本を「模範国」とした「近代化」をめざ

I
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！
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｢戦後」史への複眼的視角（加藤）

している今日では，歴史研究者は，とくにその120
年で農民8割から8％という異常なスピードが民衆
になにをもたらしたかを，日本資本主義の「後発
性・後進性・脆弱性」の問題としてではなく，むし
ろその「超早熟性・反民衆性」の問題として，ある
いはまた,  N.P・Mouzel is ,助"〃cs " Se"zi-彫γノー

鋤g沙-E " I y P ( zγ "α池g " ｵ " i s " 2 " " d Z , " " " -
" " s " jα " zα〃0〃伽# " e B " / " " z sα " " Lα〃 "Aw@ " i c " ,

1985,の副題をもじっていえば，「(国家の）早熟的
資本主義化と（社会の）後進的民主主義化」の問題
として，世界の民衆に問いかけるべきだろう。
私の「3段跳び」仮説は，いまだアイディアの域
を出ないものであるが，「近代化＝工業化＝西欧化
＝民主化」といういわゆる「近代化論」の理論モデ
ルを意識し，臨教審答申の「富国＝富民」史観を考
慮して，資本を主体とした「資本主義化」と民衆の
主体的営為である「民主主義化」を厳密に区別し，
｢富国」と「富民」は異なることを明確にするため，
提唱しているものである（拙稿「現代国家と地域生
活者」『地域と自治体』第15集，同「近代日本の歴
史はどう描かれるべきか」『労働法律旬報』1138号，
参照)。この視角からすると，日本「近代」は，民
主主義発展と民生向上をミニマムに抑え，「市民社
会」の規制が弱いまま競争原理（｢経済的自由」主
義！）を極限まで展開した，グロテスクな早熟的
｢資本主義化」の典型例，かつ，民衆の共同的自己
統治としての「民主主義化」の「アンチ・モデル」
であり，今日のアジア「開発独裁」や南米「権威主
義体制」の原型的位置にある。むろん，その過程で
の民衆的抵抗・主体性を発掘し強調することは有意
義であるが，長期の「受動的革命」に孕まれた問題
性をも，同時に析出しなければならない。
日本資本主義の「中心・中核」国家化は，その観

察がいかに皮相であろうと民衆に経験的事実として
実感され，アメリカ人よりはるかに高い「自国民は
他国民よりすぐれた素質をもっている」という「自
信」をうゑだしている(NHK『日本人とアメリカ
人』参照)。つまり，「ウチの会社」に依存する「中
間層」民衆は，日本資本主義の「中心・中核」化と
同じ過程で地球大に広がった国民国家の位階的体系
(1945年の国連結成が51国→55年60国→60年99国→
73年135国→85年159国）の頂点への急速な上昇感を
持ち，そのすそのに広がる「周辺」諸国の飢餓や



図2 先進的国民社会の階級構造の世界社会内定位による変質のモデル（庄司興吉）
A:国民社会(1)                      B:世界社会C:国民社会(11 )

第三世界へ
の｢輸出｣あ．るい
は｢内なる第三世界」
への転嫁

（図中のBはブルジョアジーあるいは上位階級，

出所：庄司興吉「現代社会分析と変革主体の析出｣，

｢半周辺」諸国の権威主義的政治に比しての日本社
会の相対的「豊かさ」・「平等」（｢先進国な糸」「他
人な象｣）を意識するようになった。「外国人」に対
して閉鎖的な島国日本国内での競争的・序列的構造
が，テレビや観光旅行でゑた「世界」認識に媒介さ
れ，グローバル構造のなかでの「上層」意識により
相殺されるのである。この意味では，庄司興吉氏が
世界社会学的にモデル化したように，「中流意識」
は，世界システム内に実在根拠をもち（図2），そ
の批判は，「生活保守主義」に対してばかりでなく，
公害企業や不採算産業部門・低賃銀労働の「輸出」
で可能となった「経済大国ナショナリズム」への問
いかけをも，含まなければならない。また，〈中心
の安定と周辺のストレス＞という今日の国内的構造
は，「中心・中核」社会の世界システム的位置（図
2の菱型社会）に照応する。そして，「戦後民主主
義」に孕まれていた，敗戦・占領体験をくく･った生
存権的感覚・平等主義的心性は，世界化・遠心化し
て拡散・稀釈され，「国家の誘導と資本の主導」で
高度経済成長にビルト・インされた企業主義的・競
争主義的心性が，「私民社会」として広がったので
ある。

ただし，経済的「資本主義化」の意味での世界史
的「中心」化は，ただちに政治的「民主主義化」に
直結しないと同様に，それが民衆の排外的ナショナ
リズムや「周辺」差別をうぷだすとも限らないこと
は，北欧や西欧中小国を含む「民主主義」の世界史
的発展と現状をみ､れぱわかるし(G・Therborn, The

B

中心部
’’

_I二部
P

／一目--

矛
中心部＝上部にある社
会から｢輸出」と「内な
る弗三世界」を括象し
た場合の相対的平板化

Pはプロレタ|ノアートあるいは下位階級を意味する｡）

『社会科学の方法』1982年7月，6頁。

Rule of Capital and the Rise of Democracy,
ⅣなzOLa〃彫り彪", No. 103 ; P. J. Katzenstein,
S脚α〃Sｵα"s i" W0γ〃 Mtzγ舵js, 1985,参照),
島国という地理的条件が閉鎖的ナショナリズムに直
結するわけではないことも，外国人労働者や難民へ
のイギリス・オーストラリア・ニュージーランド民
衆の態度と対比すれば検証できる。問題は，「資本
主義化」の発展度ではなく，「市民社会」の熟成度，
自立的・民衆的共同と「民主主義化」の資本と国家
への規制力なのである。
民衆の「世界像」の広がりに応じて，「欧米へのキ
ャッチアップ｣を国家目標としていたtaker, shaker
の時代とは異なる,  makerの立場を自覚した日本
史学の問題設定が必要となるだろう。「国史」の枠
内にとどまり，欧米「中核」国の象と比しての「後
発資本主義」「後進国民国家」の指摘にとどまって
は，不充分であろう。このことを，さしあたり，
｢戦後」史への「占領・安保」視角との関連で考え
てみると，「戦後」史を，アメリカ占領軍による「民
主」改革と，その延長上での日米安保条約による従
属的同盟化ととらえ，日米関係を分析の基軸とする
のが全く正しいにしても，それは，少なくとも比較
占領史や比較高度成長史で，補われなければならな
いだろう。もともと「パクス・アメリカーナ」は，
戦後資本主義全体のグローバルな存在形態であり，
ヨーロッパのマーシャル援助による経済再建・NA
TO化と，日本の経済復興・安保体制は，アメリカ
をヘケモニー国家とした「中心・中核」同盟一異

戦後40年の日本と世界（現代史部会）

周辺部＝下部
P
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なる程度に「主権」を委譲しあった「帝国主義経済
同盟」と「反共核軍事同盟」-の両翼であった。
同じ敗戦・占領から出発しながら，イタリア民衆は
英米の意向に逆らっても君主制を廃止し民主的憲法
を制定でき，ドイツの民衆は今日までナチスの追及
を続けているのに，日本ではなぜ天皇制が残り戦犯
が政界に復帰したのか？ アメリカが多国籍企業で
国際分業の新しい段階に進承，貿易や資本の「自由
化」を迫った1950年代末から60年代初め，ヨーロッ
パはEECという地域経済統合で対抗し，やがては
議会までもつECへと展開していくが，日本は「国
難」としてうけとめ，むしろ日韓条約以後アジァヘ
の経済侵略で自ら多国籍化し，やがてアメリカとも
貿易摩擦をおこすようになるのはなぜなのか？ 同
じく「大衆民主制」と「国家介入主義」のもとでも，
ヨーロッパが「福祉国家」という民衆の「市民社会」
的圧力に応じた支配形態で「奇跡の復興・成長」を
達成し，外国人労働力や難民を受け入れていったの
に，日本は「日本株式会社」「企業国家」とよばれ
る受動的かたちとなり，「ひとさし指の自由」が告
発されるのはなぜなのか？ 同じ「中心」資本主義
なのに，スウェーデンやカナダやニュージーランド

の民衆の「豊かさ」と日本の民衆の「豊かさ」とは，
質的に異なるのではないか？ アメリカ主導のAN
ZUS条約下でも，ニュージーランド民衆は反核政
府をつくりオーストラリア政府もSD Iに反対して
いるのに，「被爆国」日本がアメリカと「運命共同
体」となり，その政府がSD I構想を支持するのは
なぜなのか？-こうした問いに，「日本資本主義
の後進性」からでも，「ジャパン・アズ．ナンバー
ワン」風にでもなく答えることが，世界の民衆から，
求められている。そのことが，いまだ「新国家主義」
にはいたっていない日本民衆の「経済大国」認識を，
｢インターナショナリズム」へとときほぐしていく
道でもあろう。
「革新派歴史学」は，60年安保闘争のころ，「東ア
ジア」ヘの視野の広がりと「封建制から資本主義
へ」の視点の延長を獲得したとされるが，それはさ
らに，「世界システム」ヘの拡大と「20世紀的支配」
への深化を要請されているだろう。世界史全体は，
確実に，民衆が主体となる時代に入り，人類的交通
がいっそう求められているのに，日本資本主義の方
は，「世界システム」の人類史的・文明的危機を関

知せぬかのごとく，「国際国家」「21世紀は太平洋の
時代」を夢想しているのであるから。そして，高度
経済成長さえ知らない「やさしさ」世代のなかには，
｢豊かさの意味」や「生活の質」を問い，「いま，日
本人であること」を考えつつ，インターナショナル
な「国際化」を担おうという流れも，生まれてきて
いるのだから。

｢戦後史」研究の確立と革新派歴史学の
活性化のための問題提起
一 政 治 学 の 立 場 か ら -

1982年の教科書問題の際に，近年ますます顕著に
進行しつつある論壇の「保守化」の背後には「革新
派歴史学の立ち遅れ」という事態もあるのではない
か，という問題提起（拙稿「政治転換期における歴
史意識」『世界』1 982年12月号）をおこなったこと
が契機となって，はからずも本大会での報告の機会
を与えられることになった。私自身は，その後，と
くに戦後日本政治史の私なりの把握の一環として
｢戦後日本の政治体制と政治過程」（三宅一郎・山口
定・村松岐夫・進藤栄一『日本政治の座標」有斐閣，
1985年，所収）を書き，戦後日本政治史の展開と戦
後日本の政治学との関わりあいにしぼってまとめて
ゑたが，所詮 本来の日本研究者ではない私の作業
の限界は明らかである。本報告は，これらの拙文と
それ以降の問題整理の要点を紹介させていただいて，
ご批判を仰ごうとするものである。報告の内容は実
証的個別研究ではなく，政治学者と歴史家との二股
をかけて歩いて来た者の立場からするいささか大上
段にふりかぶった問題点の整理と問題提起に過ぎな
いが，さまざまの問題をはらんだ今日の転換期のイ
デオロギー状況のなかでの日本現代史研究のあり方
をめぐってのささやかな寄与になれば幸いである。

定
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